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2009年の農業情勢の展望

〔要　　　旨〕

１　2008年における世界的な穀物需給逼迫の過程では，以下のような注目すべき動きが生じ
ている。①農業資源の「有限性」に対する意識が高まり，ほとんど全ての穀物が同時的に
かつ急速に上昇したこと，②多くの食料輸出国で輸出規制を行う動きが生じたこと，③多
くの貧困国において食料供給に対する深刻な懸念が生じ，国際社会がそれに対する有効な
対策を講じ得なかったこと等であり，これらは全て現在のWTO体制の枠組み自体に深刻な
疑問を投げかけるものである。

２　穀物需給の今後の中・長期的な見通しに関しては，構造的な逼迫基調を主張する論者と，
比較的楽観的な論者に分かれ，その結論を下すことは必ずしも容易ではないが，需給の不
安定性は明らかに高まっており，政策的な対応はリスクを前提としたものとすべきであろう。

３　2008年においては各国において中期的な農業政策の見直しが実施された。
（１）米国においては今後2013年までの農業政策の基本を定める2008年農業法が制定された。
WTO交渉上も多くの非難をあびていた国内農業保護の枠組みを基本的に維持するなど，
保護的な色彩が極めて強いものとなっており，対外政策と国内政策の矛盾が際立っている。

（２）EUにおいては，2013年以降の共通農業政策（CAP）の中間見直しが実施され，直接支
払い総額の抑制テンポの加速化，生乳の生産調整の廃止といった施策が合意された。これ
らは，EUの今後のWTO交渉上のポジションを強化するものであるが，直接支払いの減少
テンポ拡大は，CAPの今後の方向性として注目されるものである。

（３）中国においては改革開放後30年間における農業政策を評価し，今後の方向性を決定する
党中央の文書が決議された。農業・農村問題を「最重要課題中の最重要課題」と位置づけ，
国家による保護，市場メカニズムの導入，協同組織の強化等，総合的な対策をうたってい
るが，その円滑な遂行には多くの制約もあり，今後も難しい政策運営が要求されよう。

４　2009年においてはわが国においても「食料・農業・農村基本計画」の見直しが予定され
ており，世界的な食料需給の枠組み，各国の農業政策の方向性等も踏まえ，国民的な議論
が必要となろう。今後の農業政策の方向性に関する一つの有力な主張として，自由化と直
接支払いの組み合わせによるEU型の「市場開放論」があるが，わが国においてそれが有効
に機能するものであるかについては極めて大きな疑問が残る。

５　今後のわが国の農業政策について，一刀両断的に全てを解決するといった方策はありえ
ず，現状の政策をいかに実効あるものとして継続的に推進していくかが問われている。日
本全体において社会的な不安が急速に高まるなか，農業・農村の有する社会的なセーフテ
ィネットとしての機能も，国民的な議論のなかで再確認されていくことが望まれる。

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
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2008年は，世界的に食糧・農業を巡る環

境変化が極めて大きな年であったといえよ

う。

国際穀物市場は「激動」ともいえる激し

い動きを示した。穀物相場の急騰に伴い，

多くの穀物輸出国においては輸出規制を強

化する動きが生じ，食料を海外に依存する

多くの開発途上国では食料を求める暴動が

頻発するまでに至った。

主要国の農業政策においてもいくつかの

重要な動きがみられた。米国においては，

今後５年間の農業政策の枠組みを決定する

新農業法の制定が行われ，EUにおいても

03年以降の共通農業政策（CAP）の中間見

直しにあたる「ヘルスチェック」が実施さ

れた。中国においては，共産党第17期中央

委員会第３回総会において改革・開放後30

年間の農業政策を総括し，今後の方向を決

定するうえで重要な意味を持つ「党中央の

決定」が採択された。

また，７年間に及ぶ交渉の結果，妥結間

近といわれていたWTO交渉は，７月ジュ

ネーブの閣僚会議において，先進国とイン

ド，中国等の発展途上国の対立が先鋭化し，

決裂となった。

わが国に目を転ずると，国内農家にとっ

ては極めて厳しい状況が続いた。資材価格

が高騰するなかで，農産物価格への転化が

進まず，交易条件の悪化が農家経営を圧迫

した。特に，国際穀物価格の急騰は飼料価

格の高騰をもたらし，畜産農家の経営を急

速に悪化させた。一方，「中国製冷凍餃子

問題」「事故米問題」といった食の安全性

に関する問題が多数発生し，国際穀物価格

の高騰と合わせ，食料自給に関する国民的

な関心も急速に高まった。

09年には，わが国においても今後の農業

政策の基本となる「食料・農業・農村基本

計画」の見直しが予定されている。本稿で

は，08年における国際的な農業を取り巻く

情勢の変化を概観し，それらを踏まえ，今

後のわが国農業政策のあり方を考えてみる

こととしたい。
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１表のようなものとなろう。上昇要因とし

ては，需要側の要因，供給側の要因に大き

く分かれ，さらにそれらは，短期的要因と

中・長期的要因に分類される。そもそも，

世界の穀物市場は総需要量に対して貿易量

の比率が極めて低く，需給変動が貿易量の

変動を大きく増幅させるという構造的な特

質を有しており，そうした構造の上にこれ

らの要因が複合的に作用することにより，

スパイラル的な上昇が生じたものといえよ

う。

今後の世界的な穀物市場を展望するため

にはこれらの要因の評価が必要となるが，

その前に，今回の世界的な穀物需給逼迫の

過程で生じ，今後わが国にとっても重要な

影響を及ぼすと思われるいくつかの注目す

べき動きに触れておきたい。

第一に，今回の穀物相場の急騰が多くの

（１） 穀物市場急騰とその背景

06年央から上昇傾向を続けていた穀物相

場は，08年に入ると上昇傾向を加速した。

シカゴ穀物取引所の相場は，小麦191.4ド

ル／t（08／2／27），トウモロコシ297.1ドル／

t（08／6／27），大豆609.2ドル／t（08／7／3）

と，いずれも過去最高水準を記録している。

その後は，金融恐慌の実体経済への波及が

深刻化するなかで急落に転じたが，今回の

急騰前の06年秋ころの水準に比べれば，依

然20～40％程度高い水準で推移している

（第１図）。

今回の穀物相場急騰に関しては，既に多

くの論者がその背景を指摘しているところ

であるが，それらの論点を整理すると，第

１　激変した世界の穀物市場

出典　農林水産省ホームページ 
（注）　小麦, とうもろこし, 大豆は, 各月ともシカゴ商品取引所の第１金曜日の期近価格である。 

　米は, タイ国貿易取引委員会公表による各月第１水曜日のタイうるち精米１００％２等のFOB価格である。 
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第1図　主要農産物の国際価格の動向 
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穀物において同時的に発生しているという

ことである。こうした同時性は過去におい

ても世界的な天候不順といった状況下であ

る程度みられたものであるが，今回の場合

はそれが際立っている。その背景には，土

地資源，水資源，肥料，燃料といった農業

生産に必須の資源の「有限性」への認識が

強まり，ある作物において生じた特殊要因

（例えばエタノールのためのトウモロコシ需要

の急増）が，有限な資源の競合関係を通じ

て他の作物に波及すること，言い換えれば，

農産物自体が無限に生産可能なものではな

く，有限な資源であるということへの認識

が高まりつつあることを反映したものとい

えよう。

第二に，今回の穀物相場急騰の過程にお

いて極めて多くの国において何らかの手段

により輸出を規制する動きが生じたことで

ある。第２表にみられるとおり，世界の主

要な穀物生産国17カ国のうち，今回の穀物

需給逼迫の過程で何らかの輸出規制を行っ

た国は10カ国にのぼっている。現在の国際

的な貿易制度の枠組みにおいて輸出制限に

関する有効な規制がない以上，こうした動

きが生ずることはある意味当然のことであ

農林金融2009・1
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り（仮に規制があったとしても，国家がぎり

ぎりの選択を迫られた場合，それが有効に機

能することは考えにくい），これは「自由貿

易の推進こそが食糧の安定的調達を保証す

る」といった議論の脆弱性を如実に示すも

のであったといえよう。例えば，アルゼン

チンとブラジルは，MERCOSULという関

税同盟に加盟し，極めて密接な経済関係に

ある。ブラジルは国内小麦の保護を削減し，

比較優位のあるアルゼンチンからの小麦に

大きく依存する体制をとっていたが，今回

のアルゼンチンによる輸出規制により大き

な混乱に陥った。
（注１）

第三に，今回の穀物価格高騰の過程で，

多くの開発途上国が深刻な食糧危機に陥

り，食糧を求める暴動が多発する事態が生

じたことである。08年12月９日時点の

FAO推計によれば，08年の世界の飢餓人

口は９億6300万人と，前年の９億2300万人

から4000万人増加したものとされている。

96年世界食糧サミットにおいて，当時約８

需
要
要
因 

供
給
要
因 

・投機資金の流入 
・ドル安 
・在庫水準の低さ 
 

・オーストラリアの旱魃 
による小麦の不作 
・欧州の天候不順 
 
 

・中国インド等における 
趨勢的な需要の増加 
・バイオエネルギー推進 
による需要の増加 

・土地・水・肥料等, 農業 
資源の有限性に対する 
懸念 
 
 資料　筆者作成 

第1表　穀物価格上昇の要因 

短期的要因 中・長期的要因 

資料　穀物生産量はＦＡＯＳＴＡＴ, 輸出規制は農水省調べ 
（注）　　  色網掛けは０７年, ０８年に輸出規制を実施した国 

（単位　万トン）
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第2表　各国の穀物生産量と輸出規制 
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億人と推計されていた飢餓・栄養不足人口

を，2015年までに半減するとの宣言が採択

されたにもかかわらず，現実には10億人に

迫る水準にまで増加しているのである。近

年の食糧援助額の推移をみると，金額ベー

スではほぼ一貫して減少傾向にあり，穀物

需給に深刻な懸念の生じた06／07年度にお

いてもなお減少が続いている（第２図）。

上記の諸点は，いずれも，現在のWTO

体制の枠組み自体に深刻な疑問を投げかけ

るものである。そもそもEU，アメリカに

おける余剰農産物の輸出競争を調整する場

としての性格を強く有していたWTO体制

は，現在のように農産物の有限性が強く意

識され，大きな問題となっているような状

況下においては多くの矛盾を露呈する。今

回の食料危機において生じたいくつかの動

きは，自由貿易体制の推進が食料の安定的

確保を可能とするといった議論の脆弱性，

それが，わが国のみならず，自由貿易体制

に組み込まれ，自国の基礎食料自給の基盤

を失った多くの開発途上国に深刻な影響を

及ぼすものであることを明らかにした。

WTO交渉の帰結自体，現段階では極めて

流動的であるが，わが国は，当面の戦術的

交渉もさることながら，その枠組み自体に

対する見直しを同時に求めていく努力が必

要となるのではなかろうか。
（注１）藤野信之「アルゼンチンの穀物需給と貿易
動向」『農林金融2008年９月号』参照

（２） 国際穀物市場の展望

09年の穀物市場を展望すると，短期的な

需給要因に関しては，現段階では比較的安

定した動きが想定される。06年以降の穀物

価格の高騰を受け，全体に農家の作付け意

欲が高まったことに加え，天候要因に関し

ても，アルゼンチンにおいて雨量不足から

現在収穫中の冬小麦の収穫量が減少してお

り，今後のトウモロコシについてもやや懸

念が生じている以外，特に大きな懸念は生

じていない。世界的な同時不況が進行する

なかで，投機的な資金の流入も見込みにく

い。ただし，依然在庫水準が低位にとどま

っていることから，大幅な緩和も見込みに

くく，国内の畜産農家にとっては依然厳し

い状況が続こう。また，エンゲル係数の極

めて高い多くの貧困国にあっては，相当低

下した現在の穀物相場の水準にあっても，

その影響が極めて深刻である状況は変わら

ないものといえよう。

国際的な穀物市場の中・長期的な展望に

関しては，現状，いくつかの異なる見方が

存在する。中・長期的な逼迫基調を主張す

る論者は，主に低開発国の経済発展および

バイオエネルギー拡大に伴う需要の増加

と，土地・水等農業資源の限界による供給

制約を根拠としている。一方，比較的楽観

資料　FAO（WFP２００８データによる） 
（注）１　穀物量は単純合計であり, 小麦換算したものでは

ない。 
２　金額は穀物量に世界価格を乗じて算定。 
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第2図　穀物援助の推移 
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的な立場に立つ論者は，ブラジルや
（注２）

旧ソ連

邦等における増産余力と，生産性の向上，

次世代（セルロース系）バイオエネルギー

の開発等を主な根拠としている。「OECD-

FAO農業アウトルック2008－2017」にお

いては，中期的見通しに関し，平均価格は

過去10年より高い水準にとどまるとしつつ

も「農産物の供給を牽引する構造的要因

（一般的には生産性の向上）の方がいずれは

需要増をもたらす要因（すなわち，食用，

飼料用，バイオ燃料原料用を中心とした工業

用需要の増加）を上回るようにな」り，「価

格は実質ベースで再び下げに転ずるだろ

う」とされており，後者の比較的楽観的な

見方に属する。

現段階において，これらの議論のいずれ

が正しいかについて結論を出すことは極め

て難しい問題であろう。しかし，重要な点

は，「中・長期的に見て，世界的な食糧需

給に関しては十分考慮に値する懸念材料が

存在する」という事であり，現実の政策決

定においてはそのリスクに十分配慮すべき

であるということであろう。
（注３）

さらに，各国における短期的な収量の変

動についても，それが必ずしも一時的，偶

発的なものではなく，変動幅が構造的に拡

大しているとみるべきではないかと思われ

る。第３図は，オーストラリアにおける単

収の長期推移をみたものであるが，長期的

な上昇トレンド（生産性の向上）とともに，

近年その変動幅が著しく拡大する動きがみ

られる。
（注４）

こうした収量変動の著しい拡大は，

他の地域においてもみられ，価格形成面で

の不安定性増大（投機的資金による相場変動

の加速化）と相まって，今後も穀物需給の

不安定性をもたらす可能性があろう。

（注２）ブラジル農業の現状と生産余力に関しては，
阮蔚「世界最大の農産物輸出国に向かうブラジ
ル」『農林金融2008年９月号』参照

（注３）CO2排出と温暖化の因果関係についても依
然多くの議論が存在するが，因果関係に相当程
度の蓋然性があり，仮に対策をとらない場合の
極めて深刻な影響（の可能性）を考慮すると，
具体的な政策としてはCO2削減を選択せざるを
得ないことと同様である。なお，あまりに「構
造的需給逼迫」を強調することは，今後の循環
的緩和期に，その反動による世論，政策の振れ
といったことも生じやすく好ましくないものと
思われる。

（注４）オーストラリア農業の現状に関しては，平
澤明彦「不安定性要素の増すオーストラリアか
らの小麦調達」『農林金融2008年９月号』参照

08年においては，アメリカ，EU，中国

といった世界の農業情勢，国際交渉に極め

て大きな影響力を有する国・地域におい

て，農業政策の中期的な方針の見直しが行

われた。これらは，わが国の今後の農業政

策の見直し，国際交渉のあり方を考える際

にも少なからぬ影響を与えるものであり，

２　各国の農業政策の展開

（トン／ｈａ） 

２ 

１ 

０ 
１８５０ 
年 

７５ １９００ ２５ ５０ ７５ ２０００ 

第3図　オーストラリア２大産地における小麦単収の推移 
（１８６１～２００７年）　　　 　 

ニューサウスウェールズ（ＮSＷ）州 

西オーストラリア（ＷＡ）州 

資料　豪州統計局および豪州農業資源経済局のデータより平澤明
彦作成 
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その内容を概観しておきたい。

（１） アメリカ新農業法の成立

アメリカの農業法は，概ね５～７年程度

の期間における農業政策の基本的枠組みを

規定するもので，今回08年６月18日に成立

した「2008年農業法」は，今後2013年９月

までの農業政策の基本となるものである。
（注５）

今回成立した農業法は，農産物価格が高

水準にある状況下で農業予算の削減をはか

り，財政赤字の縮小とWTO交渉上の有利

なポジションを確保したいとする政府側

と，農業保護の維持を強く主張する議会側

の鋭い対立を経て成立したものである。結

果的には議会側の主張がほぼ全面的に反映

され，農業保護色の強いものとなった。

2008年農業法は，国際的にも多くの批判

の対象となっていた価格支持融資，直接固

定支払い，価格変動対応型支払いという

2002年農業法の枠組みを基本的に維持し，

さらに高価格下での所得の維持が一定程度

可能となる新たな所得保証制度（ACREプ

ログラム）の選択を可能とするなど，より

手厚いものとなっている。ブラジルからの

提訴によりWTO違反との裁定がくだされ

た綿花についてすら，目標価格，ローンレ

ートの若干の引下げを行ったのみで，基本

的な保護の枠組みは堅持されている。

世界最大の農産物輸出国であり，WTO

体制の推進を強く主張するアメリカにおい

て，こうしたWTO交渉への影響を全く無

視したかのような選択が行われることにつ

いては，やや奇異な感すら覚える。しかし，

このことは，アメリカの農業者自身は

WTO交渉の行方についてそれ程切実な要

求を抱いていないこと，少なくとも，アメ

リカ議会の農村を基盤とする議員は，

WTO交渉成立による輸出市場の拡大を主

張し，保護の削減を訴えることが農民票に

結びつくとは判断していなかったことを物

語っている。特に，エネルギー法によるエ

タノールの使用促進により，輸出を上回る

規模の新たな国内市場が創設された状況下

において，アメリカ農業者のWTO交渉成

立に対するインセンティブが低下している

ことは想像に難くない。
（注６）

WTOにより農産物貿易の自由化を推進

しようとするアメリカにおける真のドライ

ビングフォースは，農業者ではなく，世界

的な穀物流通を自由化し，支配することに

より莫大な利益をあげる国際農業資本と考

えるべきであろう。今回の穀物市場混乱の

過程で，国際農業資本のシェアはますます

拡大し，その影響力はさらに強まっている
（注７）

。

その活動領域は米州大陸のみならず，世界

的な拡大をみせており，近年はオーストラ

リア，ロシアといった地域においてもその

活動が活発化している。

アメリカの政策は，国内の農業者，国際

農業資本という，強い政治力を有する両者

の圧力により，国内農業保護と対外的な

WTO推進を同時に追究するという，極め

て矛盾に満ちたものとなっている。

（注５）詳細は平澤明彦「米国2008年農業法」『農
林金融2008年９月号』参照

（注６）今回の農業法は正式には「2008年食料・保
全・エネルギー法」とされ，農業政策とバイオ



エネルギー政策が一体化したものとして成立し
ている。

（注７）相場変動の過程におけるメジャー支配力の
増大に関しては，阮蔚「米国産トウモロコシの
日本向け輸出の物流と価格構成」『農林金融2007
年２月号』参照

（２） ＥＵ共通農業政策の見直し

EUの農相理事会は，08年11月20日，EU

共通農業政策（CAP）の中間見直し（ヘル

スチェック）に合意した。これは，03年

CAP改革以降の政策を総合的に評価し，見

直しを行うもので，09年以降の中期財政計

画に反映されるものである。今回の見直し

は，2013年に予定されている本格的なCAP

改革の方向性を示すものとしても重要な意

味を持つ。今回のヘルスチェックで合意さ

れた主要な点は以下のようなものである。

①　生乳の生産調整（クォータ）制度廃

止（2015年３月31日までに段階的に枠拡

大）

②　モジュレーションに
（注８）

かかる直接支払

い総額の削減率を５％拡大（現状2013

年までに５％削減とされていたもの

を，10％削減にまで拡大）

③　デカップリング化の徹底（一部諸国

に認められていた生産にリンクした直接

支払いのデカップル化）

④　現状１ha以上の耕地に10％組み込む

とされている休耕（セットアサイド）

制度を廃止し，環境保護の観点から実

施することに変更

CAP見直しは，各加盟国における農業

に対する立場の調整を要し，多くの交渉を

重ねてきたものであったが，全体としての

狙いは大きく以下の２点であったといえよ

う。第一は，市場の自由化を進め，WTO

交渉上のポジションを有利なものとするこ

とであり，第二は直接支払い総額を抑制

（特に高所得者への補助を削減）し，環境と

のリンクを強めること等により，補助に対

する納税者の合意を得やすくすることであ

る。

第一の点については①～④ともに自由化

を指向するものであり，前記のように国内

保護を極めて強固に保持したアメリカと対

比し，EUの交渉ポジションの改善が注目

される。第二の点は，今後のEUの農業政

策の方向性を示唆するものとして重要な意

味を持つものであり，上記②のモジュレー

ション削減率の拡大（およびその結果とし

ての高額補助者への補助削減率拡大）に現れ

ている。欧州委員会では当初この削減率拡

大を2013年までに８％としていた（合計

13％の削減）が，議論の末，５％で合意に

至ったものである。こうした措置が必要と

なる背景には，欧州のように農村の維持に

対する国民的理解が相当進んだ社会におい

てすら，「直接支払い」という制度に対し

て納税者の理解を得ることが極めて難しい

という事情があることを示しており，今後

のEUの政策の方向が注目される。
（注８）モジュレーションとは，直接支払いを段階
的に削減し，削減分を地域開発基金に充当する
というもの。高額補助者ほど削減率が大きい構
造となっている。

（３） 中国農業政策の見直し

中国においては，改革・開放30周年にあ

たり，中国共産党第17期中央委員会第３回
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総会において，これまでの農業政策を総括

し，今後の方向を決定するうえで重要な意

味を持つ「農村の改革・発展に関する重要

問題についての党中央の決定」が採択され

た。

「決定」においては，過去30年間におけ

る改革・開放政策の成果を高く評価しつつ

も，残された課題として，①農村と都市と

の著しい所得格差，社会的インフラ，制度

等の格差，②耕地の減少，水資源の制約等

による食料自給体制への懸念，といった点

があげられ，農業・農村問題は「最重要課

題中の最重要課題」として位置づけられて

いる。８億人ともいわれる農民の生活の安

定化が中国にとって極めて重要な課題であ

り，また国際的な穀物需給への懸念が生ず

るなかで，中国にとっても食料自給の問題

がさらに重要性を増しつつあることが伺わ

れる。

改革の手段は大きく以下の３つであると

いえよう。第一は財政支出による農村地区

への公共投資拡大，農業保護拡大である。

第二は市場メカニズムの活用であり，ここ

には農民の財産権（土地請負権）を明確化

し，そ
（注９）

の流動化を促進するといった施策が

含まれる。第三は農民の自主的な組織の強

化・拡大であり，協同組合組織の育成等が

あげられている。すなわち，国家，市場，

協同組織の全てを動員しての対策であると

いえよう。
（注10）

しかし，中国におけるこうした改革には

多くの制約も存在する。第一に，市場メカ

ニズムの導入と「社会主義経済体制の堅持」

という課題をどう両立させるかという問題

である。特に今回の土地請負権の流動化促

進は注目を集めているが，「集団有」とい

う依然あいまいな権利関係の残存する農地

利用権の近代化がどこまで可能であるかに

は疑問も残る。また，市場メカニズムの導

入は，いわば弱者の淘汰を進める過程でも

あり，その過程で淘汰されていく農民のセ

ーフティネットの確保，安定した労働力の

移動といったことが極めて重要な課題とな

る。第二に，国家による保護の拡大に関し

ては，WTOの枠組みも大きな制約となる

可能性がある。対外的な自由貿易の推進と

国内農業保護の関係は，今後中国にとって

も大きな課題となろう。今後，元の大幅な

切り上げ等により国内農産物の競争力が弱

まった場合には，そうした問題がさらに深

刻化することも懸念される。中国の農業政

策は，こうした多くの制約条件のなか，複

数の政策目的を追求するという，極めて難

しい舵取りを迫られているものといえよ

う。
（注９）これは市場メカニズムの導入とともに土地
収用時における農民保護の確立という重要な意
味も持つ。

（注10）農村金融改革においても同様であり，詳細
は『農林金融2008年４月号』（中国における農村
金融改革）参照

（１）「市場開放論」の検討

国際的な食料危機，食の安全性への懸念，

WTO交渉の難航等の情勢を受け，わが国

の農業政策のあり方に関しても多くの議論
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が展開されるようになっており，本年は

「食料・農業・農村基本計画」の見直しも

予定されている。政局も流動化しており，

今後，農業政策のあり方に対する議論がさ

らに高まっていくことも想定される。以下

では上述した世界的な食料需給の動向，各

国の農業政策の展開等も踏まえ，今後のわ

が国農業政策のあり方について考えてみる

こととする。

わが国農業政策のあり方として，近年，

一部論者，経済界等から強く主張されるよ

うになっている議論として「市場開放論」

ともいえる主張がある。農業政策に対する

提言の一つの典型ともいえるものであり，

ここではまず，そうした議論の妥当性を検

討することから始めてみたい。市場開放論

の主張は概ね以下のようなものである。
（注11）

①　農産物にかかる国境措置の廃止（も

しくは大幅削減），米の減反政策の廃止

により，農産物の価格形成を自由市場

に委ねること

②　それにより低下が見込まれる農家の

所得を補填するために，対象を限定し

た直接支払いを導入すること（直接支

払いと構造政策のリンク）

上記対策の結果として， WTO交渉上

の制約が排除されること， 農産物価格

の低下により消費者福祉が向上すること

（消費者負担型から納税者負担型への政策転

換） 米価の低下により米の消費量の増

加が見込まれること， それらの結果，

大規模農家への農地の集約化が進み，耕作

放棄地の減少，農業の構造改善，自給率向

ｄ 

ｃ 

ｂ 

ａ 

上等が進むこと（小規模農家は収益性の高い

大規模農家への農地の賃貸により，減少する

所得のカバーが可能なこと）等が主張されて

いる。一見極めて明快で合理性のある主張

のようにみられるが，前提と結論の関係に

はかなりの疑問が残る。

まず， の結論であるが，この点に関

しては，前記のとおり，そもそもWTO体

制の推進自体に大きな問題があると思われ

るものの，その推進を前提とした目先の政

策効果であることは疑問の余地がない（む

しろ財界の主張は，まさにこのWTO交渉上の

有利なポジション確保が最大の狙いであろ

う）。

の「消費者福祉の向上」という点に

関しては，上記議論を推進する論者のいわ

ばキャッチフレーズ的な位置づけ（「消費

者重視型農政への転換」等）にもなっており，

重要な意味を持つが，その妥当性には疑問

が残る。消費者負担，納税者負担のいずれ

によるかは，仮に両者の総額が等しいとす

れば，負担者間の分担の問題，すなわち負

担の逆進性（低所得層における負担比率の高

さ）に帰着する問題であろう。
（注12）

消費者負担

が逆進的であるとする点に限っていえば妥

当な結論ともいえるが，逆進性は例えば生

活必需品の消費税率軽減といった政策によ

ってもカバーすることが可能であり，部分

的な政策を取り上げるのではなく，税制，

社会・福祉政策全体のなかで議論すべき問

題であろう。

さらに，より問題となるのは，現状，消

費者の最大のニーズがどこにあるのか，と

ｂ 

ａ 



いう点である。08年11月に発表された内閣

府の世論調査によると（第３表），「外国産

より高くても食料は生産コストを引き下げ

ながらできるだけ国内で生産する方がよ

い」51.5％，「外国産より高くても少なく

とも米などの基本食料については生産コス

トを引き下げながら国内で生産する方がよ

い」42.4％，両者を合わせると実に94％の

消費者が「外国産より高くても」国内生産

を重視している。しかも，こうした傾向は，

世界的な食料危機，食の安全性への懸念が

急速に高まった08年に一時的に生じたもの

ではなく（大幅な上昇はみられるが），過去

においても圧倒的多数を占め，かつ趨勢的

な上昇傾向がみられるのである。

こうした調査結果を勘案すると，消費者

は，安全性，安定性といった要素を重視し

ており，輸入の拡大により国内農業基盤を

破壊してまでも価格の引下げを強く望んで

いるわけではないということは明らかであ

ろう。したがって，最大の問題は上記結論

の および の，国内の生産基盤維持，

農業構造改革の進展の妥当性ということと

なる。

まず， の価格引下げによる米消費量

の増大という点に関してであるが（これは

必ずしも を導くための必須の条件ではなか

ろうが，重要な前提となっている），米に限

らず，一般に需要の価格弾力性の計測に関

する議論には大きな制約があり，その信頼

性には問題がある。こうした社会的な現象

は，他の条件を全て一定として純粋にその

効果だけを取り出して計測することは不可

能であり，多くの仮定を伴わざるを得ない。

米に関しては，昨年，小麦等，他の食品価

格の急騰により，代替的に需要が増加する

動きもみられたが，これは，米を除く他の

食品価格急騰のなかでの一時的，防衛的な

反応とも考えられ，中長期的に持続するも

のかどうかは疑問である。仮に，関税引下

げにより全ての食品の価格が低下した場合

においてもなお，価格低下による米への需

要拡大が生ずるかどうかは極めて不透明で

ある。さらに，中長期的にみた場合，米は，

価格の低下と需要の減少が同時に持続的に

生じており，これは価格の低下による短期

的な需要拡大効果を趨勢的な需要の減少

（需要曲線のシフト）が打ち消していること

を意味する。一時的な価格の低下がそうし

た動きに歯止めをかけられるかどうかにつ

いても疑問が残る。少なくとも，価格弾力

ｄ 

ｃ 

ｄ ｃ 
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資料　内閣府データより筆者作成 
（注）１　９３年調査までは, 一番左の回答項目に「できるだけ」とい

う語は入っていない。 
２　「その他」という回答があり, 内訳の合計は１００に一致しな
い。 

第3表　食料の生産・供給のあり方に対する意識 

調査時点 両者の計 

外国産より
高くても ,  
食料は生産
コストを引
き下げなが
ら, できるだ
け国内で生
産した方が
よい 

外国産より
高くても ,  
少なくとも
米などの基
本食料につ
いては生産
コストを引
き下げなが
ら, 国内で生
産した方が
よい 

外国産のほ
うが安い食
料について
は輸入する
ほうがよい 



性の議論は，こうした重要な政策決定の前

提とするほどの十分な蓋然性を持つものと

は言いがたい。

そうした場合， の構造改革の進展に

ついてはさらに大きな疑問が残る。上記議

論において，農地の集積化が推進される根

拠は，農地の供給側，需要側双方に求めら

れ，供給側については，米価の低下により，

小規模，兼業農家の経営継続が困難になり，

農地の売却，もしくは賃貸へのニーズが高

まる。一方，需要側である大規模農家にお

いては，米価の低下による米需要増加と，

補填される直接所得保障により経営意欲が

高まり，農地の取得，賃借へのニーズが高

まるとされている。

まず，供給側についてであるが，ここで

は米価の下支え等が小規模農家の経営継続

を可能とし，農地供給の大きな制約となっ

ていることが前提とされている。しかし，

そもそも現状においても，流動化の制約は

むしろ需要サイドにあり，供給側は農業の

継続がますます困難になりつつも，需要が

乏しいことから，かろうじて自ら維持して

いる，といった状況が実態に近いのではな

かろうか。
（注13）

当総研では，過去数年間，継続して全国

各地の稲作農家を訪問し，稲作経営に対す

る考え方をヒアリングしている。もとより，

限られた事例の調査であり，その統計的有

意性には問題があるが，小規模で自力経営

を続けている農家の大半が，自力での継続

が困難になりつつあり，委託，集落営農化

等を行いたいが，積極的に経営を拡大した

ｄ 

いとする農家なり，集落営農のリーダー的

存在がいないことによりそれができないと

している（特に中山間地域においてはそうし

た回答が圧倒的である）。

現状においては，需要サイドの吸引力不

足がより大きな問題と考えられるが，価格

自由化後の大規模経営体に果たしてそうし

たインセンティブが働くであろうか。上記

主張によれば，直接所得保障は，価格下落

による収入減を補うもの，とされており，

自由化時点では所得の増加によるインセン

ティブの増大は期待できない。米価の低下

による消費の増加（それに伴う価格の上昇）

が生じて，始めて規模拡大のインセンティ

ブが強まるわけであるが，上記のとおり，

その蓋然性には大きな疑問が残る。

さらに，より大きな問題となるのは，そ

の大規模農家の経営の安定性という問題で

ある。所得保障はWTOの制約上，生産と

リンクしない固定的なもので
（注14）

あることが必

要となるが，一方で米価が自由化され，そ

の価格が国際的な市場価格，為替相場の影

響を直接的に受けることとなった場合，経

営全体の不安定性はさらに高まる。また，

直接所得保障にかかる財政負担も，「構造

改革論議」が周期的に高まる状況下，その

長期的安定性には懸念が残り（上記のとお

り，EUにおいてはすでにその削減の方向が明

示されている），そうした条件下で大規模化

のインセンティブが強く働くことは極めて

想定しにくいものといえよう。

自由化による市場メカニズムを通じ全て

を一挙に解決するといった，いわば一刀両
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断的な議論は，極めて明快ではあるものの，

それを現実の政策，特に農業のようにその

基盤がいったん破壊されてしまうと修復が

不能となってしまうような領域へ適応する

際には，十分慎重であるべきであろう。
（注11）ここではそうした議論の代表的論者として，
主に山下一仁氏の「本格的な農政改革の完成を
望む」（衆議院調査局農林水産調査室「新たな経
営所得安定対策等についての学識経験者等の見
解」所収論文）によった。

（注12）法人税からの負担分もあり得るが，法人利
益も配当，株価上昇等の形で最終的に個人に帰
属すると考えれば，概ね負担方法のみの違いと
考えられよう。

（注13）条件が良く，基盤整備の進んだ農地におい
て，転用を期待した資産保有的動機により流動
化が阻害されているケースは大きな問題であり，
この点に関しては，転用規制の強化により転用
期待をもち得ない状態にすべきとの主張には全
く同感である。そうしたケースにおいては米価
引下げによる農地供給拡大効果はむしろ小さい
ものと思われる。

（注14）農業の多面的機能等，環境にリンクしたも
のとなろうが，その場合は構造改革とのリンク
（大規模農家のみへの支払い）との整合性も問題
となる可能性がある。

（２） 望ましい改革の方向

現在すでに経営所得安定対策を始め，多

くの改革の方向性は打ち出されているもの

の，必ずしもそれらが現実に顕著な成果を

あげるまでには至っていない。今後の政策

は，いかにそれらを実効性のあるものとし，

現実の成果に結びつけていくか，その努力

がまさに問われているものといえよう。そ

うした観点から今後重要と思われる政策の

方向をいくつか示すと，以下のようなもの

となろう。

まず第一に，農地の集積・規模拡大に関

しては，先に述べたとおり，大規模経営者

の将来に対する信頼感を回復し，一定の価

格下支え策を堅持する等により経営者が長

期的ビジョンを持てるようにしていくこと

が必要であろう。また，単に農業の規模拡

大のみならず、加工・流通・観光といった，

外延的・多角的な経営の拡大をはかってい

くことも，全体の経営の安定化につながる

ものであり，そうした方向での支援も引き

続き重要である。さらに，農業を核とした

地域全体の振興をはかっていくこと，地域

の農商工連携といった考え方も，農業，さ

らに地域全体の持続的発展に極めて重要で

あり，政策的にもそうした地域の自発的取

組みを支援する施策が望まれる。
（注15）

JA系統

には，地域における連携の主体として，ま

た触媒としてそうした活動を支援していく

役割が期待されよう。また，中山間地等，

集積が難しい農地の維持・管理等にも，今

後はJA自体のより積極的な関与が望まれ

てくるものと思われる。

第二に米の需給調整に関しては，水田と

いうわが国の有する極めて貴重な資源を維

持・活用していくという観点から，飼料米，

飼料稲，米粉といった，新たな米の需要拡

大をはかっていくことが極めて重要であろ

う。そ
（注16）

れはまた，飼料の海外依存による畜

産農家の経営不安定化を改善することにも

つながり，政策的にもそうした方向へのさ

らなる誘導が望まれる。

第三に，WTO交渉に関しては，わが国

としては目前の条件交渉に注力せざるを得

ないことは当然ながら，やや長期的にみて

その枠組み自体の妥当性に関する問題提起

に努めることが必要と思われる。前記のと
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おり，中国の農業政策は，国内農業の保護

という重要な課題を有している。東アジア

における零細な農業構造もわが国と同様で

あり，今後は，連携した提案の可能性も否

定できないのではなかろうか。それは，将

来的には東アジア圏共通の農業政策といっ

たものに発展し得る可能性を秘めたもので

あり，長期的ビジョンとして検討すべきも

のと思われる。

市場主義，グローバリズムの浸透は，今

回の世界的な食料危機，貧困国の飢餓，そ

の後の恐慌，社会不安の著しい増大の，そ

の全てに極めて大きな責任を負っている。

最近における雇用の不安定化，社会不安の

増大は，まさに危機的状況にある。こうし

たときにこそ，農村の有する社会全体のセ

ーフティネットとしての役割も見直される

べきであろう。
（注17）

09年はそうした状況を受け，

わが国の農業政策のあり方を見直すべき，

極めて重要な年となろう。それは，決して

選挙対策のためのばらまきであってはなら

ない。わが国社会のあり方自体をも見直し，

そのなかで農業・農村が持つ多様な役割に

ついて十分国民的な議論を深め，理解を得

たうえで，長期的視野にたった政策決定が

行われることが望まれる。

（注15）地域連携への取り組みに関しては『農林金
融2008年12月号』（地域資源の活用と連携）参照

（注16）非主食用米の振興に関しては，蔦谷栄一
「水田維持直接支払いによる非主食用米生産」
『農林金融2008年10月号』参照
(注17）都市部において職を失い，路頭に迷ってい
る若者を，農業労働力として吸収するといった
施策も重要ではないかと思われる。

（取締役基礎研究部長　原　弘平・

はらこうへい）
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